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１．総 論 

  グローバルな会計基準の統一化の流れの中、個別財務諸表の意味・目的は

ローカルにおける利用目的、わが国で言えば分配計算および課税所得計算の比

重が、財務報告や開示目的に対し高まってきていると考えられる。このような

状況においては、個別財務諸表における包括利益の表示の必要性は従前より薄

まっており、当面の間、適用の範囲を連結財務諸表に限定する本公開草案を支

持する。 

  ただし以下の点についてご検討、ご留意願いたい。 

 

２．目的 

  会計基準第 21 項及び第 22 項の記載について、基準本文中の「包括利益」

がボトムラインに示される包括利益か「その他の包括利益」か判別が困難であ

るため、この点について定義を明確化すべきと考える。 

 

３．その他の包括利益の内訳の開示 

  会計基準第 30 項に個別財務諸表の記載があるが、そもそも包括利益を表示

しない個別財務諸表について、ここで触れる必要性はないと考える。 

 

４．包括利益を表示する計算書 

  本公開草案第 37-2 項について、現行の計算書の名称を維持することについ

ては基本的に支持する。ただし包括利益を表示する目的は「その他の包括利益」

のディスクローズであると考えると、改定 IAS 第 1 号と同様、他の名称の使用

を容認し、ただし様々な名称の氾濫を防ぐ観点から、1計算書方式の場合は「損

益およびその他の包括利益計算書」、２計算書方式の場合は「損益計算書」「そ

の他の包括利益計算書」も選択可能とすることについて再度ご考慮願いたい。 
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